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平成27事業年度における本学の財務状況

経営基盤の強化に向けた主な取組

　平成27事業年度における財務状況は、資産約690億円、負債約342億円、純資産約349億円となりました。経営成績は、損益計算書にありますように、経常費用
が約346億円、経常収益が約334億円となり、臨時損益及び目的積立金取崩額を含めると、約5億円の当期総損失となっております。
　平成27事業年度は、現在再開発中の医学部附属病院において、再開発事業が本格化する平成28年度以降に向けて自己財源を確保する必要性から診療体制の強
化のための戦略的な人的投資を行ったことを主要因とし、その他病院再開発に関連して、医療機器等への設備投資、減価償却費が増加したことによる当期総損失を
計上しております。
　また、本学の事業収入は（1４頁決算報告書参照）、授業料、附属病院収入等の自己収入と国からの運営費交付金で構成され、収入ベースでは、総収入約414億円
となり、うち24.7％の約102億円が国からの運営費交付金です。平成27年度の運営費交付金は、大学改革促進係数（削減率1.3％、削減額約0.9億円）により減額
となり、これからも削減が進む見通しです。
　このような状況を踏まえつつ、四国における知の基盤を維持・向上及び、大学改革等を更に推進するために、予算配分の最適化を行い、今後とも更なる自己収入
の確保やコスト削減に努めてまいります。

　運営費交付金の縮減に対応するため、増収策、経費節減策の点検を行い、引き続き寄附金などの外部資金の獲得に努めました。今後も、自助努力による財源確保
を行い、経費の抑制を図ることとしています。
　経費削減への具体的な取組としては、せり下げ方式による調達の体制を構築・実施し、人件費抑制については、平成25年度に導入したポイント制導入の検証として、
教員の全体の人数が削減され、教員の適正配置を行うにあたり人員の効率化や抑制の効果がありました。
　附属病院については、現状と課題を明らかにした上で病院の収入目標額の設定と達成状況の検証を行い、目標額を確保しました。また、法人本部と附属病院が連
携した附属病院経営連絡会を附属病院において６回開催し、大学一体となり附属病院の経営状況、収入の確保に向けて検討を行いました。
　施設・設備の整備については、省エネパトロールを実施し、省エネに関する整備計画を策定するとともに、長尾町附属農場実験実習棟等改修、附属学校体育館等
改修、（医病）手術棟新営・外来・中央診療棟他改修等において、LED照明器具・空調機等の高効率機器等を導入し、環境負荷削減のための整備を実施しました。



（平成27事業年度）
（平成27事業年度末）
（平成27事業年度）

財務諸表等の要約
（平成25事業年度～平成27事業年度）

国立大学法人香川大学の概要



（平成27事業年度末）

資産の部 負債の部

純資産の部

（平成27事業年度）（　）の中は対前年度比です。

貸借対照表は、平成28年3月31日における法人の財政状態を示しています。
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690 33百万円

260億48百万円（36億42百万円の増）

150億14百万円（44億40百万円の増）

0万円（1億96百万円の減）

53億47百万円（14億73百万円の増）

19億97百万円（6億52百万円の増）

　平成27事業年度の建物及び構築物の合計は約260億48百万円です。附属病院再開発整
備における、手術棟新営に伴う重点整備を行い、36億42百万円の増加となっています。

195億22百万円（14億94百万円の減）
　平成27事業年度の土地は、約195億22百万円です。医学部敷地、高松町宿舎等の価値下
落に伴う減損処理と宿舎売却により、約14億94百万円の減少となっています。

　借入金は、附属病院の施設・設備の整備に要する資金で、国立大学財務・経営セン
ター債務負担金（約13億48百万円）と長期借入金（約136億66百万円）からなり、両
者は法人化の前後を契機とした借入先の違いです。附属病院再開発整備による借入
により、約44億40百万円の増加となっています。

　平成27事業年度の未払金は、約53億47百万円です。附属病院再開発整備および、
屋島寮改修等に係る支払により、約14億73百万円の増加となっています。

　第2期中期目標期間の最終年度に伴う、運営費交付金の清算により、約１億96百万
円の減少となっています。

　附属病院再開発整備による建設仮勘定の金額が増加したことから、平成27事業年度は、
約6億52百万円の増加となっています。

　本学の蔵書は、和書・洋書を含め約85万9千冊、約45億9百万円相当となっています。 
平成27事業年度は1万4千冊余りの不要図書を除籍したため8,038冊、約39百万円の減
となっています。このほか、電子ジャーナル、電子ブック、各種データベース等の電子情報
も提供しています。
　 さらに、香川大学の学術研究成果をインターネットを通じて広く世界へ発信するため、
香川大学学術情報リポジトリ　『OLIVE（オリーブ）』を公開しています。
　また、図書館では、一般利用者、高校生等による図書の閲覧・貸出にも対応しています。

　工具器具備品の約55億33百万円は、取得価額の約212億20百万円から減価償却累計
額の約156億87百万円を控除した額です。平成27事業年度は、病院再開発に伴う医療機器
等の減価償却が増加した結果、約5億67百万円の増加となっています。

55億33百万円（5億67百万円の増）

▲8,038 859,276

約134冊
約70万円

（単位：冊、百万円）

未払金

運営費交付金債務

土地

4,509▲39

=図書（45億9百万円）（約85万9千冊）／学生数（6,426人）
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経常費用 経常収益

33,584
1,481
1,520
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395
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134
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34,646

34,646

335億84百万円（13億37百万円の増）

345億63百万円（12億36百万円の増）

83百万円（71百円の増）

334億48百万円（13百万円の減）

5億48百万円（6億81百万円の減）

　業務費は、附属病院収益の増加等に伴い診療経費が増加した結果、約335億84百
万円となっています。

　 経常費用は、上記業務費が増加（約13億37百万円）したことのほか、一般管理費
が約94百万円の減少等により、約345億63百万円となっています。

　平成27事業年度は、特定共同指導の指摘事項に係る返還のほか、不動産の売却で
ある固定資産売却損等により、約83百万円となっています。

　平成27事業年度の経常収益は、診療単価の上昇等による附属病院収益の増加も
ありましたが、運営費交付金収益の減少もあって、約334億48百万円となっていま
す。

　平成27事業年度の当期総損失は、約5億48百万円となっています。その主たる要
因は、診療体制の強化に伴う附属病院の人件費の増加、病院再開発に伴う診療経費
（減価償却費、長期借入金を財源とする費用）の増加に因るものです。

　 国立大学法人に損益計算書上の損失が発生した場合、前期までの積立金を取崩
し、損失を補填をします。損失補填後の積立金の残額は、次期以降の損益計算書上の
損失に備えることになります。又、積立金を取り崩しても損失を補填できなかった場
合、その金額は次期繰越欠損金として処理します。
　香川大学はこれまでに、積立金（含む前中期目標期間繰越積立金）を59億4百万円
積み立てており、この一部を取崩し損失補填を行いました。その為、次期繰越欠損金
は発生していないとともに、大学経営への影響もありません。なお、平成27事業年度
は中期目標期間の最後の事業年度であったことから、国庫納付金を差引いた54億
62百万円を、第三期の中期目標期間に繰越しております。

（損失発生）

取崩

当期総損失

（損失処理） （次年度以降）

当期総損失

（平成27事業年度）

当期総損失 当期未処理損失 不足時は次期繰越
欠損金として処理

積立金
（含 前中期目標
期間繰越積立金）

積立金
（取崩後の残額は、
次期以降の損失の
補填に使用）

33,584

10,056

16,430

3,208

国立大学法人の損失
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130 （※）業務実施コスト（150億28百万円）＋受託研究等（1億円）＋補助金（9億35百万円）＋
科学研究費補助金等（4億円）/人口1億2,696万人（人口は、総務省による平成28年3月1日現在推計）

国民のみなさまのご負担いただいているコスト

業務実施コストに対する負担額118円

　国立大学法人は、授業料や附属病院収入などの自己収入のほか、運営費交付金や施設費など国からの財政支援を受け業務運営を行っています。こ

うした国からの財政支援は、納税者である国民のみなさまに負担いただいているコストであるといえます。

　損益計算書に計上している経常費用から自己収入等の収益を控除したものに、損益計算書には計上されないコスト（損益外減価償却相当額、引当

外賞与増加見積額、機会費用等）を加味することにより、大学の運営に要した実質的な国民負担額を、より明確に示すことができます。

　運営費交付金は、国立大学法人の業務運営の財源として交付されるもので、本学では、平成27事業年度において、収入決算額の総額（約413億54

百万円）の約24.7％にあたる約102億23百万円が国からの運営費交付金となっています。運営費交付金には、毎事業年度、交付額を一定割合削減す

る効率化係数が課せられる等、国立大学法人の経営環境は年々厳しさを増しており、国立大学法人の使命である教育、研究、診療を安定的に進めてい

くためには、授業料や附属病院収入等の自己収入の確保、経常経費の更なる節減等に努める必要があります。

　 また、施設費（施設整備費補助金等）は、国の策定する施設整備計画等に基づき交付される、国立大学法人の施設整備に係る基本的財源です。平成

27事業年度においては、収入決算額の総額（約413億54百万円）の約3.3％にあたる約13億81百万円を受け入れ、学内施設や診療棟の整備等を行

いました。

約116億4百万円（総計）

本学における運営費交付金等の推移

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

給与改定臨時特例法
影響額による7億89百万円減

給与改定臨時特例法
影響額による7億89百万円増

10,352

9,902

9,456

9,233

9,316

9,236

9,236

9,175

8,354

8,300

8,994

8,900

1２,000 10,000 8,000 6,000 4,000 2,000 0 ２,000 4,000 6,000

運営費交付金（基盤的経費）　　　運営費交付金（変動的経費）　　　運営費交付金（補正予算）　　　施設整備費補助金
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　授業料、入学料及び検定料の単価は、「国立大学等の授業料その他

の費用に関する省令」に定める標準額を踏まえ、各国立大学法人が一

定の範囲内で定めることとなっており、本学では標準額と同額となって

います。また、正課教育学生以外にも、様々な学生を受け入れる体制を

整備しています。

　 平成27事業年度に在学生・受験生のみなさまに納付いただいた学

生納付金収入は、総額約38億73百万円となっております。これは、本

学の収入予算全体（約413億54百万円）の約9％（自己収入全体の約

19％）に相当する金額で、本学の教育の充実のための財源として活用

させていただいています。

　本学では、地域の皆様からの寄附や国・地方公共団体の競争的資金

制度を利用するなど、積極的に外部資金を受け入れています。 これら

は、運営費交付金や施設費と並んで本学の教育活動の活性化や独創

的先駆的な研究のために重要な資金であり、平成27事業年度は、総計

で約30億50百万円を受け入れています。

　本学が地域の知の拠点としての総合大学・地域に根差し

た学生中心の総合大学として、地域社会と共生し、光輝く

豊かな未来を拓いていくための基盤を、より一層強化する

ことを目的として、平成２０年１２月に目標額を５億円とし「香

川大学支援基金」を設立しました。

　香川大学の教職員をはじめ、卒業生、修了生、在学生の

保護者、教職員のＯＢ、企業・団体、一般の方々などから広く

ご理解とご支援を賜り、平成２７年度末現在で約３億69百

万円のご寄附を頂いているところです。これまで、入学試

験の成績優秀な新入生への奨学金や国際化活動支援事業

などに活用させていただいており、厚く御礼申し上げます。

　なお、寄附のご案内として「寄附申込受付フォーム」

（https://www.kagawa-u.ac.jp/kikin/howto.html）

を設けて、いつでも寄附の受付ができる体制を整えていま

す。今後ともご支援のほど、よろしくお願いします。

約38億73百万円

約30億50百万円（総計）

約2億35百万円

=学生納付金（38億73百万円）／収入総額（413億54百万円）

=学生納付金（38億73百万円）／自己収入（208億47百万円）

9.3％

18.6％

3,349 3,302 47

3,903 3,873 30

8
9

455

26 27

463
99 108

３２３
（18）
（305）
167
（4）

（163）
210
（78）
（132）
519

（400）
（119）
896

（796）
（101）
935

（884）
（51）
3,050

51
▲11
63
25
1
24
▲16
9

▲25
▲15
▲11
▲5
11
139
▲128
560
575
▲15
616

（平成27事業年度期末残高）
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163万円 教育関係経費（教育関係経費（104億46百万円）／学生数（6,426人））

=教育関係経費（104億46百万円）／業務費（335億84百万円）

=教育関係経費（104億46百万円）／経常費用（345億63百万円）

=授業料免除額（3億13百万円）／授業料収益（32億8百万円）

約104億46百万円

約1億98百万円

約87億67百万円
教育に係る教職員人件費 31.1%

10.0%

30.2%

約14億81百万円

　教育関係経費約104億46百万円（学生一人当たり約169万円）は、在学生・受験生のみなさまに納付いただいた学生納付金収益約37億

75百万円（学生一人当たり約59万円）のほか、運営費交付金収益等約66億71百万円（学生一人当たり約104万円）を財源としています。

　本学では、経済的理由により入学料や授業料の納付が困難で、かつ、学業優秀と認められる
学生に対して入学料や授業料を免除する制度を設けています。
　 また、平成18事業年度からは、この免除制度に加えて、学業成績や人物が優秀であると認め
られる学生（ただし、1年次の学生を除きます。）の後期分授業料を全額免除するという特待生
制度を設けています。
　 さらに、平成22事業年度からは、連合法務研究科の学生のうち、成績が優秀である者に対
し、授業料を全額免除するという制度を設けています。
　 平成27事業年度は、約326万円の入学料、約3億13百万円の授業料を免除しました。

（学生一人当たり約163万円）

1,481
217
27
337
119
29
95
194
104
48
311
8,767
10,248

1,679
231
60
337
131
76
107
236
105
49
347
8,767
10,446
3,775
6,671
10,446

198
14
33
0
12
47
12
42
1
1
36

198

（25）
4

（1,813）
281

H26 H27

（24）
3

（1,805）
312

（▲1）
▲1

（▲8）
31

※人件費合計額の約49.4%として算出
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374万円 （研究関係経費（27億60百万円）／常勤教員（738人）

=研究関係経費（27億60百万円）／業務費（335億84百万円）

=研究関係経費（27億60百万円）／経常費用（345億63百万円）

約27億60百万円

約4億円 約6億43百万円

約17億18百万円 8.2%

8.0%

　この経費は、運営費交付金・寄附金・補助金・自己収入等を財源とした研究費（消耗品費、光熱水量など）の支出額のほか、現金の支出を伴

わない減価償却費等が含まれています。

　特許出願件数については、大型プロジェクト事業が終了した平成18
事業年度を契機に、特許出願対象基準の見直し（量から質への方針転換
など）を行っており、平成27事業年度の特許出願件数は、
　 ・国内出願　26件（対前年度比：約8％増）
　 ・外国出願　29件（対前年度比：約34％減）
の合計55件となっています。
　 また、特許権、品種登録等に係る技術移転に伴い、平成27事業年度
は811万円（対前年度比：約48.3％減）の特許権収入を得ています。

（教員一人当たり約374万円） 422
25
11
138
66
79
296
56
14
414
1,520

14
33
0
12
47
12
42
1
1
36
198

436
58
11
150
113
91
338
57
15
450
1,718

165
1
0
48
1
2
47
1
1

170
436

388
8
4

400
119
519

49
1
1
21
2
1
5
2
3

121
207

214
2
1
69
3
3
52
3
4

291
643

74
61

68
56

55
35

15
194

17
1,568

19
811

▲19.1%
▲37.5%

H27

H27

H27

11.8%
▲48.3%

※外国出願を含む。

知的財産権収入

（費用）

（費用）
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0 1800 3600 5400 7200 9000

0 1900 3800 5700 7600 95000 4500 9000 13500 18000

0 50 100 150

約177億47百万円

約8億17百万円

　本学の人件費は教職員だけでなく、医師、看護師等の医療従事者も含みます。平成27事業年度は、人事院勧告への対応のほかに、医師不足に対する地域医

療への貢献に伴う医師確保等、附属病院や香川県全体の診療体制の質の向上を目的として医師やコメディカルを増員したために全体としては増加しています。

　一般管理費とは、法人全体の管理運営に要する経費であり、本学で

は、総務・人事・財務等に要する経費です。平成27事業年度は、保守費

や、広告宣伝費が減少した結果、一般管理費の額も、平成26事業年度

より10.3％減少しています。

52.9%

2.4%

51.4%
=人件費（177億47百万円）／業務費（335億84百万円）

=一般管理費（8億17百万円）／経常費用（345億63百万円）

721 911 817
H27

H27

10.3%

13,254（※10,074） 2,117

1,045 663

382

603 364

239

741 340

350

2,158

2,308

14,261（※10,672）

14,697（※10,921）

6,768

6,40680

1,139

977

7,276

6,89887

1,136

1,021

7,474

7,14182 51

1,279

1,028

H27

H27 H27

H27

=人件費（177億47百万円）／経常費用（345億63百万円）

平成26事業年度と比べて約7億24百万円、
約4.3％増加しています。

平成26事業年度と比べて約94百万円、
10.3％減少しています。

76
9
35
8
73
43
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131
24
11
3
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45
817

1
1
2
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10
1
1
0
1
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7
1
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4
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H27

H27

H27

56.9%

83.6%

1.9%
0.4%

1.5%

12.0%

0.4%

0.7%

40.2% H27 H27

67
155

10,862
108
52

7,834
79
159

19,316
2,843
15,933
109
52
63
63
392

19,455
139

53
168

11,798
82
54

8,340
80
149

20,725
2,362
16,430

83
54
59
290
383

19,663
1,062

14
13
936
27
2

507
1
10

1,408
481
497
26
2
4

227
8

207
1,201

　「附属病院セグメント情報」では、高度な医療を必要とする患者さ

んの治療のほか、医師の卒後臨床研修、臨床試験（治験）や高度先

端医療の研究・開発など、多岐にわたる業務活動を展開している医

学部附属病院の会計情報を表示しています。

 　医学部附属病院の業務運営のために要した「業務費用」につい

ては、平成27事業年度において、対前事業年度比約14億8百万円

増の約207億25百万円となっています。この要因は、目的積立金

を財源とした手術棟及び東病棟改修並びにこれに伴う医療機器等

の購入に多額の投資をしたことや、工事完了後の病棟及び手術棟

の本格稼働のために診療体制を強化したことなどによるものと

なっています。

　 一方、患者さんがお受けになった医療の対価である診療報酬請

求額等の附属病院収益や医学部附属病院における教育研究診療

等の基盤経費として国から交付される運営費交付金収益などから

構成される「業務収益」は、平成27事業年度において、対前事業年

度比約2億7百万円増の約196億63百万円となっています。これ

は、機能評価係数の向上による入院単価の増加､高額薬剤を使用し

た診療による外来単価の増加により、附属病院収益が約4億97百

万円増加したことが主な要因です。

　 これらの業務活動の結果、平成27事業年度における業務損益は

約10億62百万円の損失となりましたが、今回の損失の大きな要因

は附属病院再開発の影響等により、過渡的に収益より費用が多く

なったことによるものです。

　 附属病院を取り巻く経営環境は、運営費交付金の削減、診療報

酬改定、消費税増税等により年々厳しさを増していますが、今後と

も効率的な業務運営による長期的な健全経営を進めるとともに、

医療の質、安全性のさらなる向上に努めてまいります。
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58,766
57,610
20,907
▲1,385
38,823
▲14,315

▲1
2,936
▲1,394

▲1
21,220
▲15,687
4,509

3
65
▲55
111
▲70
1,940

9
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66
6
37
0

1,009
1,006

3
0
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6,624
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5
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7
3

69,033
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▲131
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0
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1
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▲37
0
9
0
4
▲8
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0
0
17
16
3
0
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0
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▲4
0
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▲7
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8
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0
▲4
▲44
1
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25,108
2,442
1,016
884
54
425
0

4,164
1,065
13,267
1,029
177
52
533
9,058

0
2,308

0
258
6
61
1
74
141
283
399
5,336
32
11
149

34,166

24,853
24,853
4,476
18,550
▲12,680
▲1,392

▲2
0

5,539
61

6,026
▲548
34,867
69,033

▲65
▲65
▲433
1,798
▲868
▲1,362

0
0

▲1,701
▲1,142
122
▲681
▲2,200
3,688

4,378
▲209
168
▲68
3

215
0

▲53
▲283
4,673
▲55
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1

▲44
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0
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4
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0
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(平成25事業年度~平成27事業年度)

H27

H27

33,584
（1,481）
（1,520）
（11,798）
（395）
（436）
（207）
（134）
（9,093）
（8,519）

817
150
12

34,563

10,056
3,208
459
108

16,430
429
207
691
95
482
880
7

397
33,448
▲1,114
▲83
（▲7）
（▲76）
193
（0）

（185）
（0）
（8）

（▲1,005）
456
▲548

▲568
85
2
9

497
11
▲19
▲8
▲6
164
▲160

0
▲18
▲13

▲1,249
▲71
▲1
▲70
193
0

185
0
8
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(平成25事業年度~平成27事業年度)

(平成25事業年度~平成27事業年度)

H27

▲12,399
▲17,759
▲761
10,053
3,035
463
108

16,547
492
205
795
796
369
2

1,945
0

1,945

▲207
▲249
63

▲630
▲40
8
9
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▲9
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▲21
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0
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▲6,740
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▲38
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（0）
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０
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８
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938
1
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0
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▲60
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0
0
0
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▲300
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1
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4,137
6
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（平成25事業年度~平成27事業年度）

H27

34,646
33,584
817
150
12
83

▲ 22,223
▲3,208
▲459
▲108

▲16,430
▲429
▲207
▲691
▲172
▲181
▲9
▲7

▲314
▲8

12,423
898
1,385

0
0
2

294
26

26

0

0

0
15,028

1,308
1,337
▲94
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4
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▲85
▲2
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8
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▲10
0
0

▲28
▲8
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▲４４
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０
０

▲29
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▲93
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0

0
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（平成25事業年度~平成27事業年度）

H27

H27

10,223
1,381

0
935
58

20,847
（3,873）
（16,547）
（129）
（297）
1,496
130
5,072
1,213
41,354

31,237
（13,778）
（17,459）

0
6,511
935
1,382

0
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0
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40,881
473
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▲35
1,003

0
4,272
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41
0
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0
61
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０
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０

７２３
▲３１
７４８
１２３
▲１１８
２００
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H27

113.4%

10,268

9,058

50.5%

34,867

69,033

4.4%

1,481

33,584

4.5%

1,520

33,584

52.8%

17,746

33,584

0.0%

723

1,337

▲ 0.6%

▲ 125

1,337

▲ 0.6%

▲ 134

1,337

▲ 6.2%

▲ 2,200

3,688

▲ 20.7%

147

1,511

流動負債（1年以内に支払わなければならない負債）に対する短期的な支払能力を示しており、こ
の数値が高いほど、即時に支払うことができる余力があると判断されます。当期は、流動資産が
147百万円の増加でしたが、流動負債も病院再開発工事に伴う未払金を主要因として1,511百
万円の増加となったため、対前年度比では20.7％減少しています。なお、当期の数値は病院再開
発時における過渡期的なものであり、今後解消される予定です。

総資産のうち自己資本（純資産）が占める割合を示しており、この数値が高いほど、返済義務を有
しない自己資本が多く、経営状態が健全であると判断されます。当期は、純資産が2,200百万円
の減少でしたが、負債は病院再開発に伴う借入金や未払金の増加を要因として3,688百万円の
増加となったため、対前年度比では6.2％減少しています。

業務費のうち教育経費が占める割合を示しており、この数値が高いほど、法人業務運営における
教育活動の比重が高いと判断されます。当期は、教育経費が134百万円の減少であり、業務費は
1,337百万円の増加となったため、対前年度比では0.6%減少しています。

業務費のうち研究経費が占める割合を示しており、この数値が高いほど、法人業務運営における
研究活動の比重が高いと判断されます。当期は、研究経費は125百万円の減少であり、業務費は
1,337百万円の増加となったため、対前年度比では0.6％減少しています。

業務費に対する人件費の占める割合を示しており、この数値が低いほど、労働集約的（人の労働
力を中心とした業務形態）費用への経費負担が低いと判断されます。当期は、人件費が723百万
円の増加でしたが、業務費も1,337百万円の増加となったため、対前年度比では大きな増減はあ
りません。
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H27

2.4%

817

33,584

▲ 0.4%

▲ 94

1,337

4.0%

1,327

33,448

▲ 3.3%

▲ 1,114

33,448

71.8%

11,798

16,430

3.6%

936

497

0.0%

▲ 17

▲ 13

▲ 3.7%

▲ 1,249

▲ 13

業務費に対する一般管理費の割合を示しており、この数値が低いほど、教育・研究等以外の管理
運営的な経費負担が低いと判断されます。当期は、一般管理費が94百万円の減少でしたが、業務
費は1,337百万円の増加となったため、対前年度比では0.4％減少しています。

経常収益のうち外部資金に係る収益が占める割合を示しており、この数値が高いほど、科学研究
費補助金等を除く外部資金を獲得していると判断されます。当期は、外部資金に係る収益が17
百万円の減少でしたが、経常収益も13百万円の減少となったため、対前年度比では大きな増減
はありません。

経常収益のうち経常利益が占める割合を示しており、この数値が高いほど、法人の事業の収益性
が高いと判断されます。当期は、経常利益が1,249百万円の減少でしたが、経常収益も13百万円
の減少となったため、対前年度比では3.7％減少しています。

附属病院収益に対する診療経費の割合を示しており、この数値が低いほど、附属病院における収
益力が高いと判断されます。当期は、診療経費が936百万円の増加でしたが、附属病院収益も
497百万円の増加となったため、対前年度比では3.6％増加しています。
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愛媛大学大学院
連合農学研究科

6,426人
5,653人 190人
504人 79人

四国危機管理教育・研究
・地域連携推進機構 

国際希少糖研究教育機構

1,065人 738人 327人
1,202人 917人

国立大学法人香川大学の概要
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